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はじめに 
 本稿の課題は、頸城鉄道（現・頸城自動車株式会社）の設立と経営に終生にわたり旺盛にリーダーシ
ップを発揮した大竹謙治の企業者活動について具体的に検討することである。 
 大竹は、信越線から離れた中・東頸城郡内への鉄道敷設を構想し、様々な困難に直面しながらも頸城
鉄道を設立してこれを成し遂げるとともに、倉庫・運送業さらにバス・ハイヤー事業へと経営規模の拡
大を果し、上越地方の産業界はもとより地域の発展を主導するリーダーの１人として大いに尊敬と信頼
を集めた企業家である。しかしながら、大竹の活動や業績については、評伝ないし関係地域の自治体史
などでひととおり取り上げられているものの１、詳細に明らかにされてきたとはいい難い。 
 頸城自動車は、創立６０周年以降、７０・８０・９０周年時点で社史を刊行している２。節目となる時
期毎に社史を編纂するという同社のスタンスは高く評価されるべきである。本稿の史実は基本的にはこ
れらに依拠しているが、この度筆者が閲覧を許された同社の社内報である『頸鉄だより』（後に『社内報 
頸城自動車』、『くびき 頸城自動車グループ社内誌』と改称）には、大竹の日記の載録や各社史に取り
上げられていない史実が多数記載されている３。そこで、本稿においては、これらと『鉄道院文書』や『営
業報告書』などの経営史料とを合わせて４、大竹の事業構想や言動および業績ないし成果について実証的
に跡付けてみたい。 
 本稿は、近年盛んになっている地方企業家・資産家ないし名望家研究に１つのケースを提供するとと
もに、筆者がこれまで取り組んでいる新潟県内における鉄道企業家の研究の一角をなすものと位置づけ
られる５。 
 
Ⅰ．生い立ちと兄・山田辰治 
 大竹謙治は、１８７８年１１月１２日に、新潟県中頸城郡大瀁村（現・上越市頸城区）の山田又治の
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四男として出生した。山田家は、中頸城郡内はもとより、上越地方を代表する資産家であった。謙治の
長兄で、謙治の企業者活動を物心両面から支えたのが山田辰治である。辰治は１８６８年１月２２日に
山田家の長男として生まれ、家業の農業に従事した。１９０１年時点での山田家の所有土地面積は、中
頸城郡明治・南川・大瀁・美守・津有・頸城・里五十公野の７ヶ村に２２８町４反６、１９２５年時点で
は、中頸城郡内６ヶ村で３８６町５反、小作人数は３０６名であった７。山田辰治の直接国税の納税額の
推移は表１のとおりである。山田は、１９０４年４月から貴族院多額納税者議員互選人名簿に名を連ね、
政友会が議員への就任を強く推奨したものの、山田は拒絶し続けた８。また、周囲の再三再四にわたる県
会議員などへの立候補ないし就任の要請に対しても固辞の姿勢を貫いた。山田は終生国政および地方政
治に直接コミットメントすることはなく、政治的野心は皆無であった。 
 
表１ 山田辰治の直接国税納税額の推移 
年月 直接国税納税額 
１９０５年４月 ４，９８３円１５銭８厘 
１９０８年 10 月 １０，７８９円６８銭４厘 
１９１１年４月 １１，１６９円７５銭 
１９１８年４月 （記載なし） 
１９２５年４月 （記載なし） 
１９２５年７月 １１，９６０円３５銭 
１９３２年７月 ５，０８０円５８銭 
１９３９年７月 １８，３３６円４９銭 
出典：安良城盛昭編『貴族院多額納税者議員互選人名簿 第１５巻新潟県』（御茶の水書房、１９６
９年１１月）より作成。 
 
山田は農業経営の傍ら、学問への意欲が旺盛であった。１８７６年に百間町校を卒業後井部健斎の主
催する温故知新塾で漢学を修め、１８８５年に上京して東京専修学校および中村敬宇のもとで学んだ。
ともに井部のもとで学んだ増村度次が１８９６年に有恒学舎（現・新潟県立有恒高校）を設立するにあ
たって、山田は学生に奨学金を提供することを申し出で、奨学生総数は１９４４年まで１２０名に達し、
有為な人材を多数輩出した。また、１８９５年には、同家の小作米２石以上の小作人を対象に、養老・
育英・兵役・廃疾・死亡・火災時や勤倹力行や家庭和合で他の模範となる者に対して金品を贈呈すると
ともに備荒米貯金を創設して不作時へ備えるために至善会を組織するなど、教育・福祉事業にも心血を
注ぎ、地域のリーダーとして大いに名声を得た人物であった。 
なお、山田辰治の日記をはじめ約３００点の山田家の経営史料は、現在一橋大学経済研究所附属社会
科学統計情報研究センターに所蔵されており、目録が２００５年９月に同センターから『諸家経営文書
目録Ⅱ－新潟県中頸城郡大瀁村山田家文書目録他－』として刊行された。同史料の吟味による山田家の
経営分析は、他日を期したい。 
 謙治は、辰治と同様に上京して東京高等商業学校（現・一橋大学）に入学し、在学中の１８９７年に
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中頸城郡明治村下増田新田の大竹新十郎から請われて入婿することとなった。大竹家は同村の有力者の
１人で、新十郎は１８５５年に生まれ、庄屋・戸長などを務め、１８９０年から９２年にかけて新潟県
会議員１期、９１年５月から９２年９月まで明治村長を歴任した。その後も、大潟水利組合会議員・所
得税調査委員・中頸城郡道調査委員・中頸城郡会議員などの数々の公職に就き、１９２２年７月２２日
に６９歳で死去している９。１９０１年時点での大竹家の土地所有は、中頸城郡明治・大瀁・旭・国府の
４ヶ村に７０町５反であった１０。 
大竹家は、歴代「大潟八千石」として知られる大潟地域の新田開発を推進していた。謙治は明治村下
増田新田・中増田新田・上池田新田および上増田新田の約１０５ha の耕地整理と貯水池の建設に本格的
に着手した。１９０９年から地形調査を始め、翌１０年に下増田新田外三箇大字耕地整理組合を組織し、
組合長に新十郎、謙治は副組合長に就任した。謙治は率先垂範して工事の監督をおこない、その風貌か
ら「白鷺」ないし「白熊」と称された。工事は７，５００円の工費を投じて（辰治も応分の資金を提供
したとされる）順調に進み、１９１２年の春に完成した。この工事により、２，２７８筆の田が１，２
４６筆に整理され、耕地面積は約７ha 拡大し、収穫量は１５％、利益は２２％増加するに至った。後年、
謙治は耕地整理事業について、「全耕地は美田と化し而もその広濶なる面積と各戸に豊富に分賦され、加
ふるに今やその大部分は耕地整理を完了し農民の福利は他に比して些かの遜色を見ない」１１と振り返っ
ている。 
 
Ⅱ．頸城鉄道の設立過程 
 １９１１年に入って、中頸城郡直江津町から同郡大瀁村・明治村を経て東頸城郡下保倉村を結ぶ軽便
鉄道の敷設が、大島伸治（大瀁村）・大越藤喜（大瀁村、新潟県立高田中学校卒業後１９０７年に日本石
油に入社）および渡辺正（直江津町）らを中心に計画されはじめた。同年秋になって、この計画は資金
不足に直面し、大島たちは山田に資金提供と計画への参加を要請した。山田は直ちに賛意を示し、大竹
や同家で実務を担っていた山田三郎（山田家分家）・小山幸十郎・清水長太郎が現地調査をすすめた。そ
して、１９１２年２月２２日に、発起人総代山田辰治および発起人大竹謙治・小林正章から内閣総理大
臣の西園寺公望に対して上越軽便鉄道の敷設免許の申請がなされた。「軽便鉄道敷設免許申請書」は次の
通りである１２。 
 
  夫レ地方利源ノ開発ハ交通運輸機関ノ発達ニ相俟ツ可ク、本県東頸城郡ハ山岳相迫リ広衾大ナリト
云フヲ得ザルモ、米穀薪炭木材等ノ産出少ナカラザルモ、地勢具宜シキヲ得ズ交通運輸ノ不便甚ダ
シク、僅カニ県道大島線ニヨリ中頸城郡ニ通ヅルニ止マリ為メニ、一般ノ需要ニモ不廉ナル冗費ヲ
要シ従テ産業ノ向上ヲ阻害スルモノ多キ現状ニ御座候、コレ独リ同郡ノ憂ノミニ非ズ、地方経済ノ
均衡ヲ破壊スルモノニ有之候、此ノ欠陥ノ幾分ヲ補ツ為メ、今般中頸城郡直江津町古城ヲ起点トシ
テ東頸城郡下保倉村大字顕聖寺ヲ終点トスル軽便鉄道ヲ布設シ、信越線黒井駅ニ於テ同線ト連絡シ、
且ツ直江津駅貨物浜線ト接続ヲ保チ、貨物及一般旅客ノ交通運輸ノ便ヲ供シ度、尚ホ線路ハ保倉川
以北ノ豊饒ナル沃野ヲ通過スル儀ニ候ヘバ、沿道各部落ノ完全ナル生産的発展ノ機運ニ貢献スルコ
ト少カラサル儀ト被存候（以下略） 
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 信越線から離れて不便を強いられ発展が遅れていた中・東頸城郡内に軽便鉄道を敷設して、米・薪炭・
木材などの産品をはじめとする貨物や旅客を信越線の黒井および直江津駅まで輸送し、地域の産業・社
会の発展に貢献することを目的としているのである。「起業目論見書」によると、事務所を中頸城郡大瀁
村大字西福島に設置、資本金が２２万円（１株５０円）、動力は蒸気、信越線横断のために架道橋を設置
して該架道下を運転することが定められている。また、建設費は１万５，０００円の営業資金を含めて
２０万円、旅客収入が１万４，１５６円、貨物収入が１万６，２０３円、営業費が１万９，０００円で、
利益が１万１，２５９円、資本金に対する利益率が５．６％と見積もられていた１３。 
その後、上越軽便鉄道の敷設計画はスムーズに進捗したわけではなかった。その最大の理由は、同鉄
道の申請直前の２月上旬に、魚沼鉄道社長の岡田正平が中心となって直江津町大字古城・下保倉村大字
顕聖寺間の鉄道敷設の申請をおこなったことである。同計画は保倉川南岸の大島線を沿う点が北岸を通
る上越軽便鉄道と異なるに過ぎず、ほぼ同一路線であったものの、距離数は約１３キロで、上越軽便鉄
道の１７．６キロに比べて４キロ以上も短いものであった。岡田の計画の具体的な経緯は明らかではな
いが、上越軽便鉄道の計画を知ったうえで、ひとまずスピーディーに出願して免許を取得し、山田・大
竹側への売却を企図したと考えられる。政府への申請は新潟県を経由しておこなわれたが、同一路線の
競願という事態に新潟県は対応に苦慮し、上越軽便鉄道の申請にあたり、「起点ハ多少ノ距離有之候ヘ共、
其他ハ凢テ併行線ニ候ヘハ、合同経営候様勧誘候ヘ共、承諾不致ニ付一応進達候条可然御取計相成候此
段添申候也」との「添申」を提出している１４。県としては、両者の統合をすすめたものの同意に至らな
かったため、政府に然るべき判断を懇請するとのスタンスに立たざるを得なかったのである。 
 岡田の出願に遅れをとった上越軽便鉄道の実現は難しいとの悲観論が流れたものの、大竹が断続的に
鉄道院に陳情をおこない、東頸城郡内で安塚ないし大島への延長を目指して立ち上げられた軽便鉄道有
志会も積極的に後押しした。こうしたなかで、鉄道院から発起人の増加の指示がなされた。上越軽便鉄
道の発起人が当初の山田・大竹・小林正章の３名では事業基盤が脆弱とみなし、このままでは免許を下
付するのが困難との判断を鉄道院が下したものと推察される。そこで、１９１２年４月１６日に、発起
人総代に大竹、発起人に小林（直江津町大字春日新田古城）・山田三郎（大瀁村大字百間町新田）・大島
信治（大瀁村大字上三分一）・大越藤喜（大瀁村大字下三分一）・渡辺正（直江津町大字砂山）・小山幸十
郎（明治村大字仁野分）・清水長太郎（大瀁村大字大谷内新田）の８名とする変更申請を提出した１５。こ
こで注目すべきは、大竹が名実ともに上越軽便鉄道の敷設計画のリーダーとなったことである。また、
山田辰治が発起人から外れたが、敢えて前面に出さずに後方支援に徹するとの姿勢を明確に示したもの
といえる。同年７月９日には、同月１日に鉄道院から指示された起業目論見書と仮定款の修正を提出し
ている１６。 
 １９１２年８月６日付で、上越軽便鉄道へ免許が下付されることとなった。これの要因としては、大
竹の旺盛な活動をはじめ、山田辰治の新潟県当局に対する信用力の厚さや予定線内に山田家の所有地が
多数含まれていたこと、東頸城郡の軽便鉄道有志会のサポートが奏功したことが指摘できる。これらに
加えて、同年６月に岡田が詐欺罪で立件され計画が頓挫していたことも追い風になったといえよう。 
 別の角度からみれば、鉄道院は当初から大竹・山田の計画に免許を下付する方針を固めており、競願
する岡田の計画と比較して優位なものとなるように細部にわたる条件整備を求めたと推測することも可
能であろう。 
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 １９１２年８月１８日に、第１回の発起人会議が山田辰治邸で開催された。このなかで、発起人全員
を創立委員とし委員長に大竹が就任、山田を相談役に推薦、大竹が会社成立までの一切の事務を処理、
技師選任は大竹に一任、安塚までの延長線調査は大竹と大越が担当、一切の諸経費は大竹が取替・支弁
し会社不成立の場合は大竹が全てを負担、本社を大瀁村大字百間町新田に移転、事務所建設は大竹に一
任、庶務会計業務は山田三郎が担当などを決定した。会社設立までのほぼ全責任が大竹の双肩にかかっ
たのである。これを受けて、大竹は同月２５日に単身上京し、主任技術者として鹿島組の世津谷鋭次郎
に白羽の矢を立てるとともに、車両・軌条の調査、小田原軽便鉄道の視察、安塚延長および信越線黒井
駅における交差問題についての鉄道院の意向調査などを精力的にこなして、９月５日に帰郷した。翌６
日には第２回発起人会議を開き、上記の項目が承認された１７。 
 大竹を中心に会社設立に向けての準備が着々とすすめられるなかで、最大の課題が資金調達＝賛成人
および株式の募集と払込金の徴収であった。１０月２０日の発起人会議で定款が纏まり、資本金を２２
万円と決定した。軽便鉄道法の規定により、第１回の払込金額は資本金額の１／１０以上であれば認め
るとの商法の適用除外の特例があるため、１株あたり５円、合計２万２，０００円の払い込みでよかっ
たものの、折からの不況やこの年の米の不作などから、調達が難航することが予想された。まず、１１
月３０日を目途に賛成人を募集することとなり、大竹が上越地域はもとより、県内各地や在京の関係者
の元に赴いて熱心に勧誘した。この結果、前島密（頸城郡下池部村出身・男爵）や増田義一（中頸城郡
板倉町出身・衆議院議員・実業之日本社々長）をはじめ１６２名が賛成人に名を連ね、３，９００株が
引き受けられた１８。 
この間の大竹の活動は予想以上の困難が伴った。大竹が１２月２２日付で下保倉村大字長走の村松順
蔵にあてた書簡において、「当地募集極メテ不良、誠ニ困却仕候、当時本山様（＝本山健治、東頸城郡の
有力者・衆議院議員・１９１３年４月の会社設立時に相談役に就任：引用者注）ニ会社成立延期カ自ラ
辞職シテ本山様ニ御出馬願ハント相談中ノ悲境ニ候」１９と厳しい現状を吐露し、在京有力者の大口出資
の可能性を尋ねるほどであった。 
 翌１９１３年に入ると、残る５００株の一般公募をおこなうこととなった。年明け早々から大竹は連
日早朝より活動を開始し、関係者の下へとまさに東奔西走した。また、２月２日から３日間にわたり『高
田新聞』および『高田日報』紙上に広告を掲載した。この間も、大竹の日記には、「諒闇中ノ事ニテ一切
ノ儀式ナシ。殊ニ悪作ナリタリシタメ人心振ハス」（１月１日）、「意外ニモ更ニ加入ノ好意ナシ」（１月
１２日）、「引受ケ僅カ三十株ニシテ他ニ一向加入者ナキ由ヲ聞キ驚キ入ル…拒絶ノ通知アリシ」（１月１
９日）、「引受株ニツキ一向要領ヲ得ズ…全然拒絶ノ書面寄セラレシ」（１月２０日）、「長岡、一三九、新
井各銀行ヘ行ク」（２月５日）、「破約希望ノ書面到着、困却ス」（３月９日）、「違約ヲ責メテ…五十株ヲ
加ヘ五百株トスル事ニ決セリ」（３月９日）などの文言が並び、これら以外にも意中の人物が不在のため
なかなか会うことができないなど、大竹の苦闘が伝わってくる２０。 
 １９１３年３月１０日までに、漸く株主数３０９名、４，４００株の引き受けが完了した。残念なが
ら株主名簿が未発見なため具体的な株主および保有数を示すことができないが、３０９名の内訳は、１
株が９０名（２９．６％）および２株が６２名（２０．１％）と約半数を占め、３株が２５名（８．１％）、
４株が５名（１．６％）、５株が４２名（１３．６％）、１０株以上５０株未満が６４名（２０．７％）、
５０株以上５００株未満が１９名（６．１％）、５００株以上が２名であった。１ないし２株の株主の多
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さは、大竹が先頭にたって地域の隅々まで足を伸ばして、会社成立のためにたとえ少数でも引き受けて
もらうよう懇願し続けた結果といえる２１。なお、大竹は１００株、山田は５００株保有することとなっ
た。 
 引き受けは完了したものの、第１回の払い込みに際して新たな問題が生じた。多くの株主が、払込金
の代納を要求したのである。株主は確定したものの、払い込みがなければ鉄道敷設はおろか会社自体も
成立できず、大竹が全責任を負わざるを得なくなる深刻な事態に陥った。こうした苦境を救ったのが山
田で、代納希望の約１，３００株の払い込みを一括して引き受けた。大竹の活動を支える山田の存在の
重要性は充分に留意しなければならないが、資金調達の側面においてとりわけ際立っていたのである２２。 
 １９１２年９月１７日から、鹿島組から派遣を受けた主任技師の世津谷鋭次郎と技師の景山一治が予
定線の調査を開始した。その直後から、大瀁村市村・下神原・上神原・北福崎の４集落が南川用水の水
利に影響するとして強硬に反対し始めた。また、西福島地区および大瀁用水を巡る問題が表面化した。
その詳細については省略するが、前者については、信越線黒井駅との接続に関わる重大な問題であり、
地域代表と大竹および武田徳三郎・片田九十八が折衝を重ねたものの両者の主張は平行線を辿ったまま
であった。 
 以上のような予想外のトラブルの発生と解決の糸口が見出せないなかで、人心を一新すべく、１０月
１４日の発起人会議において上越軽便鉄道から頸城鉄道への改称を決定した。 
株式の引き受けと第１回払い込みが決着した後、大竹は会社立ち上げの本格的な準備に入った。１９
１３年３月３１日に、大島・大越・渡辺と最後の発起人会議を開催して最終的な詰めの協議をおこなっ
た。そして、翌４月６日に、信越線直江津駅前の旅館いかや支店において創立総会を挙行し、株主７６
名が参加した。定款の一部変更や役員報酬および旅費・交際費などの規定の審議は「一瀉千里」２３にす
すんで原案通り可決した。最後に取締役および監査役の選任をおこない、北川松治郎（明治村大字仁野
分）ほか４名の選考委員が協議の結果、取締役に大竹謙治・岩崎徳五郎（西頸城郡大和川村）・饒村克治
（中頸城郡新井町）・白田善四郎（中頸城郡明治村）・小熊正尚（東頸城郡安塚村）、監査役に武田徳三郎
（東頸城郡大島村）・片田九十八（中頸城郡直江津町）・山田三郎が候補者として挙げられ、満場一致で
選任された。また、相談役として、大滝伝十郎（中頸城郡旭村）および本山健治（東頸城郡大島村）を
推薦することとなった２４。頸城鉄道の役員の経歴等は表２のとおりである。 
総会終了後、いかや本店に場所を移して第１回の取締役会を開催し、大竹が社長に就任した。またこ
の席上、頸城鉄道のＫと頸城郡一円の経済・文化の発展に貢献するとの意味から、○にＫをあしらった
社章（○Ｋ ：通称マルケー）も定められた。 
 頸城鉄道のトップマネジメントは、中・東・西頸城郡内の有力者が名を連ねており、強力な陣容とな
っているのが大きな特徴といえる。鉄道路線建設や１９２０年代後半以降のバス事業への進出などの経
営基盤の確立と拡大および必要な資金調達において、彼らは山田とともに、３６歳の若さで社長に就任
した大竹のバックボーンとなったのである。メンバーのキャリアなどは表２に示したとおりであるが、
饒村は、１８７１年に山田又治家に生まれ（辰治の弟、大竹の兄にあたる）、慶應義塾を卒業後の１８９
４年に新井町の饒村家に入婿した。片田は、井部健斎門下で山田辰治と同門であり、三声と号してビジ
ネスの傍ら漢詩・書をよく物した。 
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表２ 頸城鉄道の戦前期に就任した役員 
氏   名 役職名 就・退任年 主な経歴・役職（企業・団体、政治活動・党派など）
大竹 謙治
山田 恭治
青木 長作
饒村 克治
岩崎徳五郎
 
小熊 正尚
白田善四郎
高浜万治郎
大竹 太郎
内藤 慎二
玉井義太郎
藤縄 清治
武田徳三郎
片田九十八
山田 三郎
武田 良文
 
片田 温一
渡部 平次
大滝伝十郎
 
本山 隆治
社 長
専 務
常 務
取締役
取締役
 
取締役
取締役
取締役
取締役
取締役
取締役
取締役
監査役
監査役
監査役
監査役
取締役
監査役
監査役
相談役
 
相談役
1913-1956 
1942-1943 
1943-1952 
1913-1943 
1913-1938 
 
1913-1943 
1913-1943 
1936-1943 
1938-1987 
1942-1964 
1943-1949 
1943-1964 
1913-1938 
1913-1938 
1913-1943 
1938-1943 
1943-1968 
1938-1974 
1943-1946 
1913-? 
 
1913-? 
 
 
（本文中参照） 
新井銀行（取）、百三十九銀行（取） 
越後銀行（頭）、大和川銀行（常）、西頸城金融（取） 
中央電気・糸魚川商会・日満商会（監） 
安塚銀行・保倉川電気（取） 
明治村長 
 
東京帝国大学法学部卒、弁護士 
柿崎合同自動車・柿崎合同運送（社）、新潟県議会議員 
高田商工会議所（会頭）、上越商工会議所（顧問） 
高田中学校卒、新潟県議会議長、大潟・潟町長 
和仏法律学校卒、高田日報（社主）、衆議院議員 
直江津銀行（取） 
山田家分家 
徳三郎の長男、柏崎中学校卒、松代銀行大島支店長、 
志久見川電気（監）、大島農業協同組合長 
九十八の長男 
常任 
成資銀行・高田貯蓄銀行（頭）、新潟県農工銀行・八 
十二銀行（監）、日本勧業銀行地方顧問、県会議長 
保倉川電気（取）、衆議院議員（憲政会） 
出典：内尾直二編『人事興信録』第４版（１９１５年１月）、第７版（１９２５年７月）、第１
１版（１９３７年３月）、阿部直躬編『日本全国諸会社役員録』第３６回（１９２８年
６月）、頸城鉄道自動車社長室『頸鉄だより』第７２号（１９６４年６月１０日、頸城
自動車株式会社所蔵）、第１１５号（１９６８年５月１０日、上越市立高田図書館所蔵）、
株式会社第四銀行企画部編『第四銀行百年史』（同行、１９７４年５月）などより作成 
 注：（頭）＝頭取、（社）＝社長、（常）＝常務取締役、（取）＝取締役、（監）＝監査役 
 
Ⅲ．頸城鉄道の初期の経営展開と頸城倉庫の設立 
 創立総会後、鉄道建設に向けての実務は、対外折衝を大竹が、社内体制の整備を監査役の山田三郎や
総会直後に２０歳で入社した山田恭治（１９４１－４２年に専務取締役を歴任、１９８３年から９０年
まで専務を務めた康治の実父）および翌５月に大瀁村第一頸城尋常高等小学校高等科を卒業して１６歳
で入社した青木長作が担っていった２５。さらに、施工担当技師（主任技術者代理）として渥味篤が加わ
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った。１９１３年９月３０日現在の従業員数は２１名であり、大竹の報酬が月額３０円に対し、主任技
術者の世津谷は６０円で２６、世津谷のスキルないしノウハウをいかに重用していたのが伺える。１９１
３年５月１１日に、石神地区から測量が開始された。 
 路線確定にあたり大きな問題となったのが、黒井での建設打ち切りと安塚への延伸であった。前者は、
信越線黒井駅に高架橋を設置して古城まで建設することは資金的かつ技術的にも事実上困難であり、黒
井に新駅を設置して古城までの建設を打ち切ることが妥当と判断し、１９１３年６月１４日の取締役会
で決定した２７。大竹が関係方面に交渉を重ねたものの、直江津地域の反対は根強かった。例えば、同年
８月１日に、直江津商業会議所会頭の石塚六三郎が鉄道院総裁の床次竹次郎に対して次のような意見書
を提出した２８。 
 
  頸城鉄道会社ハ其ノ認可申請ニ対シ直江津ヲ起点トシタルニ、今般起点地変更ノ申請ヲ為シタリト、
蓋本鉄道ノ御認可ハ山間僻地タル東頸城郡ト直江津港トヲ連絡シテ、相俟ツテ土地ノ開発産業ノ発
展ニ資スルニ在ルハ当所ノ信ズル所ニシテ大ニ賛同ノ意ヲ表スル所以ナリ、然ルニ其ノ起点八千浦
村大字黒井ニ変更センカ主タル目的ヲ没却シ御認可ノ趣旨ニ副ハザル恐レアリ、右ハ単ニ一会社ノ
利害ニ止マラズ波及スル範囲広濶ナリシト認メ、茲ニ当所ヲ代表シ謹デ意見ヲ開陳ス 
 
 大竹は鉄道院にも働きかけをおこなったものの、地域の反対のため鉄道院も難色を示した。大竹の日
記には、「鉄道院ニ行キ書類ヲ提出ス。古城打切リノ件ハ俄カニ許否決シ難シトノ事ナリ」（７月３日）、
「鉄道院ヘ行ク。主任猪木氏ニ会フ、古城問題解決困難ナリトノ事ナリ。右ハ反対運動ニヨルモノナリ。」
（８月１日）と記されている２９。やむを得ず、１９１３年８月に古城・黒井間の工事の追願をおこない、
同月２８日に工事施行認可を受け、黒井駅と接続する新黒井駅を設置することとなった。 
後者については、会社立ち上げ以前から東頸城郡内の悲願であり、同地内での株式引受の条件にもな
っていた。既に、１９１２年１１月に東頸城郡軽便鉄道有志会と大竹との間で覚書が交わされていた。
大竹は、取締役の小熊正尚とともに準備をすすめ、東頸城郡長および郡役所の協力を得て、１９１３年
１０月２８日に浦川原・虫川間１．６キロの延長線免許を申請し、翌１４年１月１１日に下付されるに
至った。 
 これらとともに、沿線の用地買収もなかなか進展がみられなかった。中頸城郡参事会員を務めた北川
松次郎を嘱託として採用して、各地区の意向調査をおこなった。この結果を踏まえて、１９１３年８月
６日の取締役会で買収価格を決定し、本格的な交渉に入った。価格は、農地・宅地は法定額の７倍、原
野・山林は２０倍と高いものであったが、様々なトラブルに直面した。例をあげると、西福島地区は、
代表者と大竹と取締役の武田徳三郎、監査役の片田九十八が十数回にわたり交渉をおこなったものの妥
結に至らず、ついに１９１４年６月２６日に、頸城鉄道は土地収用法に基づく裁決申請に持ち込んだ。
最終的には、頸城鉄道が１，５００円を新たに提供して漸く成立した。 
 また、大瀁用水通水利組合の反対も根強いものがあった。新潟県が認可した用水取水口の上流の顕聖
寺地内における県道変更工事を不服として組合側が県を提訴する事態となった。大竹は熱心に説得にあ
たったものの「大瀁用水問題、憂慮ニ耐ヘズ」３０と日記に記し、組合側の頑なな姿勢に不満をもった山
田が大瀁村会議員をはじめ地域の要職を辞任するほどであった。結局、横川以延の第一期工事は断念せ
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ざるをえなくなった。 
 用地買収に苦心惨憺しているなかでも、工事に向けての諸準備がすすめられ、１９１３年１１月２６
日に入札をおこない、１２月１２日に新黒井・森本間は古田文治が１万３，８８０円で、森本・浦川原
間は植木亀之助が１万４，９１０円でそれぞれ請け負うこととなった３１。また、同月１６日に枕木３万
丁（８００円）の注文も確定した。翌１９１４年１月２０日の大竹の日記には、「終日在宅。会社創立以
来始メテノ事ナリ」３２と記しているように、大竹の不眠不休の奮闘ぶりがみてとれる。同年１月２６・
２８日には、機関車３両と軌条工事をドイツのオットライメルス社と、客貨車２４両を日本車両製造と
購買契約を締結した３３。 
 建設工事は、１９１４年１月１０日から数百人の工夫を動員して急ピッチですすめられ、９月１７日
に完成した。また、信越線黒井駅に接続するため、同駅構内に新黒井駅の設置と連絡線の建設も併せて
おこなわれた。建設費は、軌道費６万７，３００円、用地費３万７，１００円（５万７，０００坪）、土
工費３万２，３００円、橋梁費１万２，９００円など総額２２万円となった。一方で、北陸線富山駅長
などを歴任した井田啓作を営業長として招聘し、運賃および運行計画・従業員の職制・服務規程の策定、
乗務員の採用・教育を推進した３４。これらにおいて、大竹は昼夜を問わず陣頭指揮をとった。 
 そして、９月１９日に初めて試運転をおこない、２３日から４日間にわたる鉄道院による検査に合格
し、２９日に開業許可がおりた。翌３０日に役員による試乗がなされた。この日の模様を大竹は、「特別
車ニテ下保倉マデ試乗、兄様（＝山田辰治：引用者）、父上（＝大竹新十郎：引用者）モ同乗。夜山田邸
ニテ馳走ニナル。三年ノ事業、正ニ一段落ヲ告ゲ、感無量ナリ」３５と日記に記し、完成までこぎつけた
安堵感が伝わってくる。そして、１０月１日から新黒井・下保倉間１３．８キロの営業運転が開始され
たのである。 
 頸城鉄道は、業績向上のために様々な増収策を打ち出していった。開業直後の１９１４年１２月１１
日に信越・東北・中央線（松本）、翌１５年３月３０日には北陸線（糸魚川・富山）・中央線（岡谷・辰
野）との連帯運輸を開始した３６。また、旅客誘致のために、夏期の多客時の２割引をはじめ、事ある毎
に運賃割引を実施し、直江津海岸に利用者向けの茶菓接待所を設置した。貨物誘致のためには、各駅の
運送店と出荷責任契約を締結した。さらに、１９１４年４月には、６輪連結タンク車を導入し、輸送力
の増強を図った。 
 この一方で、大竹は、軽便鉄道補助法による補助金の獲得に力を入れ、鉄道院をはじめとする関係機
関への働きかけを強めた。そして、１９１５年２月１３日に申請をおこない、４月６日に認可された。
同年上半期の決算において１万３１９円交付された３７。その後も各期概ね５，０００－６，０００円の
交付を受け、収支の改善に一定程度寄与した。 
 以上のような増収策の推進や補助金の獲得にも関わらず、業績は不振が続き、無配の状態が続いた。
さらに、古城および虫川への延伸のための資金調達も難航を極めた。資金調達の難航は、株式払込の不
調が大きな要因であった。第２回を１９１３年１１月１５日に１株につき５円、第３回を１９１４年４
月３０日に１０円、第４回を同年７月３１日に１０円、第５回を同年 10 月３１日に１０円、第６回を同
年１２月１５日に１０円を徴収したものの、いづれも完了することがなかった。再三再四催促しても払
い込みをなさない株主が続出したため、止むを得ず役員が各５０株ずつ引き受け、残りは山田が肩代わ
りすることとなった３８。２２万円の払い込みの完了は、１９１６年９月１６日に漸く実現された。 
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外部からの資金調達の交渉は大竹が精力的におこなっていた。１９１４年上半期には、百三十九銀行
や新井銀行をはじめ６万５，０００円の借入金が計上されている３９。同年１０月３０日には、「長岡ニテ
六九銀行（＝六十九銀行：引用注）ノ松井氏（＝松井吉太郎頭取：引用注）ヲ訪ヒ借入金ノ一部猶予ヲ
請」４０うている。また、日本勧業銀行や千代田生命、安田銀行および増田義一や床次竹次郎を介して日
本興業銀行総裁の志立鉄次郎を度々訪問して融資を要請している。１９１４年１月３１日に日本興業銀
行へ４万円の借り入れを申請する書類には、「担保及ビ保証ノ儀ハ、株券（四十円払込済）千五百株以上
及ビ大株主・山田辰治、取締役・饒村克治、同・大竹謙治ノ個人保証ニテ御願ヒ叶ハバ、誠ニ幸甚ノ至
リ」４１と山田一族の個人保証を盛り込むほどであった。翌１５年３月２０日には、大竹名義で山田が保
証して百三十九銀行から５，０００円を借り入れている４２。１９１４年下半期には、借入金が７万円と
なった４３。 
 これらとともに、大竹は１９１５年当初から、「各係ノ主任ヘ予算作成ノ命令ヲ発シ、整理断行ノ端ヲ
開ク」（１月８日）、「各方面決算ヲ作リ、マタ自分ノ建設期中ノ進退表ヲ作リ、其ノ他一切ノ整理ヲ始ム」
（１月９日）と並々ならぬ決意を固め４４、日給傭員の削減（従業員数は、１９１４年に６７名が１６年
には５３名に減少）をはじめコストダウンを徹底していった。 
 大竹による様々な経営努力にもかかわらず、借入金利子が収益を圧迫したため業績は好転しなかった。
このため、新黒井から古城までの延伸は困難な事態となり、１９１４年３月９日に鉄道院から認可を受
け、翌４月２５日の定時株主総会において正式に決定して定款の変更をおこなった４５。同様に、虫川へ
の延長工事にも入ることができず、工事施行延期を申請したものの、同年８月５日には免許の失効を余
儀なくされた４６。 
 こうした苦しい状況のなかで、大竹は下保倉から顕聖寺までの延長工事に一先ず集中する意思を固め、
１９１５年１０月２５日の取締役会にて決定した４７。同年１２月２２日から工事を開始して、翌１６年
５月５日に下保倉・浦川原間１．２キロが開通し、新黒井・浦川原間１５キロが漸く全通するに至った
のである。 
 浦川原までの延伸によって、１９１６年上半期の決算において、前年同期に比べて運輸収入は約２０％
増加し、支出も経費削減が奏功しはじめ約２０％の減少となった。この結果業績は漸く好転に転じ、４％
の配当を実現することができた４８。その後、第一次世界大戦によりもたらされた好景気により、業績は
向上が続き、１９１６年と２０年とで比較すると、運輸収入は約４倍、輸送人数およびトン数は約２倍
に拡大した。この結果、１９１７年上半期から５％へ増配するとともに、借入金の返済もすすみ、１９
１９年以降には軽便鉄道補助法に基づく補助金の申請をおこなわなくなるほどであった。 
 頸城鉄道の経営において新機軸となったのは、倉庫・運送業への進出である。その発端は、１９１７
年７月に直江津商業銀行から新黒井駅で倉庫業に着手するため構内敷地の貸与の申し出でを受けたこと
であった４９。これに対して、大竹は、前年の１９１６年から各駅の米穀取扱量が１０万俵を超え増加を
続けるなど貨物輸送が活況を呈している状況のなかで直営にて展開するのが得策と判断した。そして、
山田とも相談して賛意を得て、翌８月２日の取締役会で、「全員一致、敷地ヲ商業銀行ヘ貸与スル件反対
セラレ直営ノ方法考究ノコトニ決」５０した。これを受けて、大竹は関係者との折衝を急ピッチですすめ、
早くも同月 30 日に発起人会を開催し、１０月２３日には資本金１０万円で頸城倉庫を設立し、社長に大
竹、取締役に白田善四郎と服部正健（東頸城郡下保倉村）、監査役に片田九十八と山田三郎が就任した５１。
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直江津商業銀行の提案から僅か３ヶ月でのスピーディーな意思決定と新規事業への着手となった。 
 １９１８年７月１日に新黒井および浦川原で倉庫業、翌１９年に新黒井および信越線黒井駅で小運送
業、２０年には金融業をそれぞれ開始した。頸城倉庫は、明治運送興信部丙種加盟店および同社計算部
所管区域内巡計取扱店であった５２。黒井駅には、日本通運の代理店の高橋運送店（店主・高橋達太）と
明治運送興信部甲種加盟店の直江津共同運送があったが、１９２７年に鉄道省による運送店の「１駅１
店制」により、頸城倉庫が両社を経営統合した。頸城倉庫の業績は順調に向上し、７ないし９％の配当
を継続できた。 
 
Ⅳ．バス事業への進出 
 頸城鉄道にとって、経営上の一大画期となったのがバス事業への進出である。その要因としては、鉄
道の業績の低迷とバス業者の登場に対する沿線地域の防圧が指摘できる。 
 １９２４年をピークに収入および輸送人員・トン数は減少に転じた。これは、折からの不況と沿線で
のバスおよびトラック輸送との競争の激化によるものであった。その対策として、頸城鉄道は、１９２
６・２７年にガソリンカーを導入した。１９２６年７月１８日に鉄道省へ提出した動力併用の申請書に
は、導入理由を次のように説明している５３。 
 
  近ク貴省線列車運転時刻御改正ト共ニ貴省線列車運転回数増加シ、当社予定改正ノ列車運転時刻ノ
蒸気列車ノミニテハ自然連絡駅ニ於ケル待合時間多キモノアリ、旅客ノ不便一方ナラズ、之レガ為
メ短区間ノ連絡客ハ自動車ヲ使用スルコトトナリ、会社ノ経営上蒸気列車ノ増加運転ハ収支ノ均衡
ニ困難ナルヲ以テ、比較的経費僅少ニシテ運転開始準備ニ時間ヲ要サザル瓦斯倫自動客車ヲ併用シ
其ノ弊ヲ除キ度キ（以下略） 
 
 蒸気に比べてコストの低廉なガソリンカーを導入することで、信越線との接続運転を容易にし、短距
離客がバス利用に切り替えないようにしようとしたのである。また、連結運転やダイヤの増強、スピー
ドアップなどを推進したものの、業績低下に歯止めが掛からなかった。 
ところで、上越地方におけるバス事業は、１９２０年に松代自動車運輸や宮口線自動車など一気に５
業者が誕生し、２３年には１６業者にも拡大した。業者間のダンピングや過度のスピードアップによる
事故の多発など過当競争状態に陥ったため、同年６月２１日に業界団体として上越自動車組合が立ち上
げられ運賃協定の締結や重複路線の隔日運転などが計画されたものの、事態の収拾には至らなかった。
そして、１９２６年５月には、頸城鉄道に併行する直江津・末野間に平和自動車が進出することとなった。 
 頸城鉄道のバス事業への関わりは、１９２７年に浦川原・大島、浦川原・和田間の路線を有していた
安塚自動車が競合する松代自動車を合併するために受け皿としての新会社を大正自動車運輸として設立
することとなり、その資金調達のために増資した２５０株（30 円払込）を引き受けたのが嚆矢であり５４、
翌２８年には、監査役の片田九十八、運輸長の中島吉太郎、経理係長の山田恭治、頸城倉庫の幸村堅治
が安塚自動車の経営に参加して、中島が常務取締役に就任し経営を主導していった。 
 一方、頸城鉄道の直営によるバス事業への進出は、大竹により構想が固められていった。併行バス路
線により鉄道収入が約３０％減少する見通しとなっていたのはもとより、小規模事業者の林立では経営
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が成り立たないバス事業も必要な資金を投じて路線を統合して効率的に運営すれば充分にビジネスとし
て成立すると事業構想を大竹が抱いていたのである。社内特にトップマネジメントのなかではバス事業
への進出には時期尚早との慎重な意見があったものの、大竹は果断に計画を推進し、１９２８年８月３
１日の取締役会に事業計画を提出した５５。具体的には、直江津・浦川原間１８キロ、１日４往復、１往
復あたり４名乗車、1 マイルあたりの料金が８銭、１ヶ年の総収入が２，９５６円８０銭、総支出が２，
９４１円５０銭と少額ながら黒字を見込んでいた。同年９月１７日に直江津・浦川原間と高田・浦川原
間２３．５キロの免許出願をおこない、翌１０月２６日の第３１回定時株主総会において定款の変更を
議決した５６。 
 鉄道省の審査は陸運監督権の移管問題などのため必要以上に時間を要し、大竹が再三にわたり陳情を
重ねた結果、１９２９年７月１０日に漸く許可を得ることができた。直ちに自動車部を新設して、同月
３１日に直江津・浦川原間（大島線）、１０月２８日には高田・東本町・番町・浦川原間（浦川原線）３
往復が運行を開始した。ちなみに、車輌は８人乗りのシボレーと５人乗りのフォードの２台であった５７。 
 その後のバス事業の経緯については別稿にあらためたいが、事業規模の拡大においては、１９３０年
１０月に富士自動車の鉄道と併行する直江津･末野間の営業権の譲渡を受け、３２年には安塚自動車と松
代自動車を買収して、路線は藤林・岡田、浦川原・松代、虫川・安塚・信濃坂、和田・行野・大島、松
代・十日町、松代・湯本、松代・岡野町間１３５．９キロにおよび、東頸城郡内一円に拡張できたのが
重要であり、また、１９３６年６月１８日に宮口線自動車の買収に成功して、収益性の高い高田・稲田・
宮口・棚広間１５．６キロを獲得し、中頸城郡中心部に事業基盤を確立することができた。同年８月１
０日には百間町線も開通した。バスとともに、高田地区でのハイヤー事業も拡充していった。 
 以上のように、バス事業が頸城鉄道の中核として成長を果したのである。さらに、１９３０年代後半
以降において、鉄道省により各地の交通統制策が推進されるなかで、上越地方のバス・ハイヤーおよび
トラックの中小業者の統合に乗り出し、１９４３年１０月までにバス路線４９３．６キロ、車輌８２台
を有するに至った。各社の経営統合の実務を担ったのは、１９４２年４月に副社長に就任した大竹の長
男の太郎と支配人から専務取締役に昇格した山田恭治であった５８。そして、１９４４年５月５日をもっ
て社名を頸城鉄道から頸城鉄道自動車に改称することとなった。 
 
Ⅴ．従業員の福利・厚生の重視 
 大竹のリーダーとしての経営姿勢において特筆すべきは、従業員の福利・厚生を極めて重視したこと
である。会社設立直後の資金調達や用地買収交渉、建設準備などで多忙のなか、１９１３年９月６日に
「職員全員、渥味、宮本、幸村、植木、米桝（＝青木長作：引用者）各氏ト虫生ヘ行キ一泊」、翌１０月
１８日には「風雨ノ内、山田氏先発、午後二時、渥味、宮本、野沢、幸村、横川、植木、石崎、米桝、
巻内ノ各氏ト潟町ヨリ下リ鉢崎坂本屋ニ遊ブ。十九日、胞姫神社ニ参拝。午後帰社ス」５９とあるように、
従業員の「浩然の気を養う」べく旅行を実施した。その後も毎年複数回「運動会」と称して県内外で開
催され、寺社参拝や名所旧跡の見物のみならず大竹が得意としたテニスなどのスポーツや研修なども盛
り込まれた。また、１９１３年に職員積立金規定、１８年に職員退職給与基金規定を整備・運用した６０。
１９１５年には、機関車を発注したオットライメルス社からのリベートの７００円を基金として福利厚
生機関の自助会を創設した。１９２２年１１月には頸鉄倶楽部に組織替えし６１、従業員の互助および慰
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安・研修機関として有功に機能していった。 
 従業員に対する福利・厚生の充実は、当該期においては大企業では徐々に進展しつつあったものの、
地方の中小企業では稀であった。大竹が創業期から一貫して従業員の処遇を最重要視し、労使の協調を
推進したのは大いに評価すべきである。大竹の従業員に対するスタンスは、戦後の１９４６年５月１３日
に結成された従業員組合に寄せた祝辞から明確に読み取ることができるので、次に引用しておきたい６２。 
 
  （前略）組合の規約を拝見すると第四条に“本社伝統の社会奉仕の精神”という文字が見出されま
すが、この一句は、私が大正二年本会社を創立してから三十三年の間、不敏ながら信念をもつて護
りとおしたこの伝統の精神を能くも今日まで共鳴され、さらに将来までも支持せんと誓わるる各位
に対して、私は筆に尽されぬ厚い感謝の念を懐くものであります。（中略）本会社には“命令と服従”
はなく、“指導と協力”があるばかりです。私はかくして全員の“個性の発揚”と“責任の自覚”が
盛り上がるものと確信して参りました。そしてこれがたまたま吾が社において、かつて一度も免職
辞令の書かれなかつた家族的な平和な歴史が続け得られ、社運の発展を見た真の原因であると限り
ない歓喜を覚ゆるものであります。（以下略） 
 
Ⅵ．政界・産業界などへの関与 
 大竹の企業者活動は、頸城鉄道と頸城倉庫の社長のほかは上越印刷の社長を務めた程度で６３、多数の
企業の役員を兼任して出資および経営に関わることはなかった。ビジネス以外では、前述した耕地整理
事業の他には、国政への参画と終戦直後の上越商工会議所の会頭への就任および高田病院の理事長とし
ての活動に注目する必要がある。 
 大竹は、政治に対して必ずしも積極的にコミットしようとはしなかった。例えば、１９２３年に明治
村々長に推薦されたものの固く辞退している。ところが、翌２４年５月の衆議院議員選挙に政友会の候
補者として新潟県第１２区（中・西頸城郡）から立候補することとなった。大竹は立候補にあたり相当
時間悩み、山田に相談したところ、一貫して政治からは距離をおいていた山田から寧ろ激励されたため
最終的に決意を固めたという。結果は５，５９０票を獲得して当選を果した。議員時代には、１９２６
年の第５１回帝国議会で、信濃川を利用する５０万キロワットの水力発電所の建設計画案が上程された
際、政府の魚沼案に対して長野県戸狩村で分水して新潟県新井町付近で発電する案を提起している。そ
の後、大竹は１９２８年２月の衆議院議員選挙では不出馬の意向を固め、山田も支持したものの、藤縄
清治らが立候補を強力に勧めたため、止むを得ず新潟県第４区（定数３名）に立候補し、僅か５３票差
で落選した。その後は国政、地方選挙ともに立候補することはなかったものの、政友会の上越支部長を
歴任し、地域政界の領袖として重きをなした６４。 
 上越商工会議所は、新潟県内の新潟・直江津・長岡・高田・三条・柏崎の６会議所が１９４３年１０
月に統合した新潟県商工経済会が１９４６年９月３０日で解散したのち改めて設立されたものである６５。
会員は旧・高田商工会議所のエリアを中心に直江津町を除く中頸城郡および西・東頸城郡全域を網羅し
ているのが大きな特徴といえる。大竹は、同年１０月１２日に会頭に就任して、各地域の産業界の復興
に力を注いだ。副会頭に宮沢直太郎、理事に渡辺善造・斎藤新吉・八木太平・川瀬勘治・田中俊太郎・
横山平八・小山宗一・若杉正・植木千次郎・小島豊・大島憲吾が就任して大竹を支えた。大竹太郎も頸
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城倉庫の代表者として議員の１人に加わった。上越商工会議所は、１９４８年５月に『上越商工人名録』
を刊行している。新潟県内の商工会議所のなかでは、早い方に位置づけられる。戦後早々から活発に活
動していた証左といえよう。同書の「緒言」からは、復興への意気込みが伝わってくるので、以下に引
用してみたい６６。 
 
  何事も「勝つ迄は」と、張り切つた夢が、もろくも消し飛んで終戦茲に三周年、今度は理窟抜きに
平和産業復興再建の大旆の下に、遮二無二難戦苦闘を続けて居る我が上越産業界の再起の態勢が、
自惚ながらもマア一応確立して来た様に見受けられるので此機会に尚ほ一層速かなる復興を希ひ、
外は振わぬながらも我が上越の産業を県外広く照会してその認識を深め、内は業界各位の尤も理解
ある提携と支援とに依り、当地方の発展を促すと共に本所の機能を充分発揮して日頃の御期待に添
はんとする覚悟で此の出版を敢行したのである。 
 
 大竹は、１９４９年４月３０日に辞任後も顧問として宮沢直太郎・飯塚宗久・渡辺善造（代理）・中川
卓造会頭をサポートしていった。 
 なお、終戦後の農村問題への独自のスタンスや１９４６年の明治最寄指導農場の創設については紙幅
の都合から割愛せざるを得ない。注１に掲げた宮島論文を参照されたい。 
 
結びにかえて 
 大竹謙治は、信越線から離れた中頸城および東頸城郡内への鉄道敷設を主体的に推進し、鉄道開業後
は倉庫・運送業やバス・ハイヤー業へも図南の翼を広げ、事業範囲を上越地方全域へと拡大していった。
大竹は、政界や産業界などにもコミットしたものの、基本的には「一人一業」で１９５６年１２月１６
日に死去するまで社長として頸城鉄道の経営を主導した。大竹の企業者活動は、上越地方にニュービジ
ネスである交通業を旺盛に展開し、同地方のインフラストラクチャーの整備をリードした「イノベータ
ー」としての役割を評価すべきであり６７、近年研究が進展してクローズアップされている地方企業家・
資産家ないし名望家の活動とは異なるタイプといえる６８。 
 一方、大竹の企業者活動において、資金調達をはじめとして諸側面から支えた山田辰治の存在も極め
て重要であった。「イノベーター」としての大竹といわゆる「地方名望家」としての山田がまさに「車の
両輪」となることで頸城鉄道の企業成長が成し遂げられ、上越地方の発展が進捗したのであり、当該期
の地域振興における「イノベーター」と「地方名望家」との組み合わせには着目する必要があろう。 
 大竹の企業者活動に関して今一つ注目すべきは、頸城鉄道の利害関係者（ステークホルダー）に最大
限配慮したことである。従業員に対する福利・厚生の充実については検討したとおりであるが、鉄道・
バス沿線にその多くが存在する株主に対しては、１９１６年上半期に４％の配当をおこなって以来配当
を継続し、経営がほぼ軌道に乗った１９１９年には１４年から受けていた軽便鉄道補助法に基づく補助
金 を 辞 退 す る な ど の 大 竹 の ス タ ン ス は 、 昨 今 耳 目 を 集 め て い る Ｃ Ｓ Ｒ （ Corporate Social 
Responsibility：企業の社会的責任）に対してインプリケーションを与えるものと思われる。 
 今後は、『営業報告書』などの経営史料を収集して頸城鉄道の経営分析をすすめ、同社の経営発展およ
び大竹の企業者活動の実態をさらに立ち入って解明することを課題としたい。 
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（注） 
１  宮島清「山田辰治と大竹謙治－上越の交通王と社会事業家－」新潟県上越人物史研究会編『新潟県人
物百年史 頸城編』（東京法令出版、１９６７年９月）、久保田好郎「上越軽便鉄道から頸城鉄道へ」・
「頸城鉄道の建設工事」・「頸城鉄道の最盛期」・「鉄道輸送から自動車輸送へ」頸城村史編さん委員会
編『頸城村史 通史編』（頸城村、１９８８年２月）および「上越地方近代交通の創始者 大竹謙治」
『時代に挑んだ先駆者たち－にいがた人物伝－』（財団法人新潟経済社会リサーチセンター、１９９
１年１２月）が主な先行業績である。もとより、本稿では各書に記載されている史実にも拠っている。 
２  『頸城自動車 ６０年のあゆみ』（１９７３年１０月）、『頸城自動車の７０年』（１９８３年６月）、『頸
城自動車の８０年－レール＆バス－』（１９９３年１１月）、『頸城の足として９０年－頸城自動車株
式会社９０年史－』（２００３年１０月）。 
３  筆者が閲覧することができたのは、同社が所蔵している第１号（１９５８年３月１日）から第１００
号（１９６７年１月１日）である。なお、第８３号からは上越市立高田図書館にも所蔵されている。 
４  頸城鉄道に関する『鉄道院文書』と『営業報告書』は交通博物館に所蔵されており、その複写が新潟
県立文書館に所蔵されている。 
５  これまでの研究として、「新潟県における鉄道企業家と地域産業－中野四郎太と小林友太郎を中心に
－」鉄道史学会『鉄道史学』第２３号、２００５年１２月、があげられる。 
６  渋谷喜平『富之越後』（新潟新聞社、１９０３年６月）、３３６－３３７頁。 
７  農商務省農務局『五十町歩以上ノ大地主』（１９２５年６月調査）。 
８  『貴族院多額納税者議員互選資格者見込表』における新潟県の１９２５年６月２０日時点での記載内
容による。 
９  新潟県議会史編さん委員会編『新潟県議会史 明治編一』（新潟県議会、２００１年１２月）、１７２
１頁。 
１０ 前掲『富之越後』、３３８頁。 
１１ 大竹謙治「序文」渡邊慶一『越後頸城郡大潟開発沿革史』（大潟悪水吐普通水利組合、１９５２年１
１月）。 
１２ 『鉄道院文書 頸城鉄道』。 
１３ 同上文書。 
１４ 同上文書。 
１５ 同上文書。 
１６ 同上文書。 
１７ 『頸鉄だより』第７７号（１９６４年１１月１０日）、１２頁。 
１８ 同上誌、第７９号（１９６５年１月１０日）、１２頁。 
１９ 同上誌、第５５号（１９６２年１０月１０日）、５頁。 
２０ 同上誌、第１９号（１９５９年１０月５日）、１１頁。 
２１ 注 18 と同じ。 
２２ 同上。会社設立以降の株主名簿も管見のかぎり明らかになっていないが、安藤仁隆編『銀行会社要録 
第３２版』（東京興信所、１９２８年７月）によると、大株主として山田辰治が１，２１９株、辰治
の長男の隆治が５５０株と記載されている（新潟県１２頁）。 
２３ 注 20 と同じ。 
２４ 『頸鉄だより』第８０号（１９６５年２月１０日）、１２頁。 
２５ 青木（米桝）長作は、１９２５年４月に庶務係長、３０年３月に運輸長、４３年６月に支配人となり、
同年９月には非同族の従業員出身で初めて常務取締役に選任され、５２年５月には専務取締役に昇任
し、７４年５月まで務め、実務の責任者として謙治・太郎社長を支えた（『社内報 頸城自動車』第
１５９号、１９７６年１０月１日、７頁）。 
２６ 頸城鉄道株式会社『第１回営業報告書』（１９１３年上半期）。 
２７ 『頸鉄だより』第２０号（１９５９年１１月５日）、５頁。 
２８ 『鉄道院文書 頸城鉄道』。  
２９ 注 27 と同じ。 
３０ 『頸鉄だより』第２１号（１９５９年１２月 5 日）、９頁。 
３１ 頸城鉄道株式会社『第２回営業報告書』（１９１３年下半期）。 
３２ 注 30 と同じ。 
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３３ 注 31 と同じ。 
３４ 『頸鉄だより』第９０号（１９６６年２月１０日）、１２頁。 
３５ 注 30 と同じ。 
３６ 頸城鉄道株式会社『第４回営業報告書』（１９１４年下半期）。 
３７ 同『第５回営業報告書』（１９１５年上半期）。 
３８ 『頸鉄だより』第９６号（１９６６年８月１０日）、６－７頁。 
３９ 頸城鉄道株式会社『第３回営業報告書』（１９１４年上半期）。 
４０ 『頸鉄だより』第２２号（１９６０年１月１日）、１４頁。 
４１ 注 38 と同じ。 
４２ 『頸鉄だより』第２３号（１９６０年２月１０日）、５頁。 
４３ 注 36 と同じ。 
４４ 注 40 と同じ。 
４５ 注 42 と同じ。 
４６ 『鉄道院文書 頸城鉄道』。 
４７ 『頸鉄だより』第２６号（１９６０年５月１０日）、１１頁。 
４８ 同上誌、第９８号、１９６６年１０月１０日、６－７頁。 
４９ 直江津商業銀行は、１８９６年１０月に直江津貯蓄銀行として開業し、１９０２年１１月に改組した。
０９年１月に稲田支店、１０年８月に百間町支店を開設した。山田辰治が大株主であった。１９２４
年７月に百三十九銀行と合併した（株式会社第四銀行企画部編『第四銀行百年史』同行、１９７４年
５月、７８１－７８２頁）。 
５０ 『頸鉄だより』第３１号（１９６０年１０月１０日）、５頁。 
５１ 同上誌、第１０１号、１９６７年３月１０日、６－７頁。 
５２ 『店名簿（大正１５年１０月１０日現在）』内国通運株式会社・国際通運株式会社・明治運送株式会
社・中外運送株式会社・国際運輸株式会社、１９２６年１１月１５日発行、３４３－３４４頁。 
５３ 『鉄道院文書 頸城鉄道』。 
５４ 『頸鉄だより』第１１８号、１９６８年８月１０日、６－７頁。 
５５ 同上誌、第１２１号、１９６８年１１月１０日、４－５頁。 
５６ 『鉄道院文書 頸城鉄道』。 
５７ 『頸鉄だより』第３９号、１９６１年６月１０日、６－７頁。 
５８ 同上誌、第４２号、１９６１年８月１０日、６－７頁。 
５９ 注５０と同じ。 
６０ 『頸鉄だより』第９１号、１９６６年３月１０日、１２頁。 
６１ 同上誌、第１０８号、１９６７年１０月１０日、４頁。 
６２ 同上誌、第２６号、１９６０年５月１０日、１０－１１頁。 
６３ 同上誌、第３８号、１９６１年５月１０日、７頁。 
６４ 金子信尚『新潟県人名辞書』（新潟県人名辞書編纂事務所、１９４１年１１月）、４１－４２頁。 
６５ 上越商工会議所編集・発行『上越 １９８３』（１９８３年６月）、２６頁。なお、現在の上越商工会
議所は、高田商工会議所（１９５４年１０月に特殊法人として新発足するにあたり上越商工会議所か
ら改称）と直江津商工会議所（１９４６年１２月に設立）とが、１９７３年１０月１日に合併して誕
生した。 
６６ 上越商工会議所編集・発行『上越商工人名録 昭和２３年度版』（１９４８年５月、上越市立高田図
書館所蔵）。 
６７ 拙稿「問題提起」前掲『鉄道史学』第２３号、７１－７２頁。 
６８ 谷本雅之・阿部武司「企業勃興と近代経営・在来経営」宮本又郎・阿部武司編『日本経営史２ 経営
革新と工業化』（岩波書店、１９９５年６月）。 
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